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特定事業者の

主たる業種

該当す る事業

者要件
ヤ 京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換

算 してユ,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック

又はバス100台以上/タ クシー〕50台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算 して31000トン以上))

「

「

計 画 期 間 平虜 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 万 劉 エネルギー使用の合理化第推進、省資源及び廃棄物肖り減 ・分別回収の推進、
境保全の認識 と環境負荷低減をIS0 14001の継続的推進と共に原単位比較 1

公害防止対策の推進を地球環
8年度比 2%削 減を目指す

推 進 体 制 事業所長の環境理念/方 針 にIS0 1400]推進体制 をベースに年 2回 のシステム委員会で進捗 を確認す る

年度ことの具
体的な取組及
び措置

エ 十 景

18～ 】9 事業所全部P目 エネルギー使用合瑠化による092発生たの削減 〈原単位比敬2%)

18～ 1 9 事業所全部門 メスの幼亭的使用とガス管奪定期確離/漏 れ防止対策の実施 〈源革位比較跡)

18ヽ 19 事業所全部門 省エネルギー機器の効率的速月と見直し観捻

18～ 1 9 事業所全部門 アイ ドリング ス トップの啓壊

18～ 1 9 事業所全部F5 不用なアウトブット抑制/分 'り回収/ツ サイクル対毎品の見直じ

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 (冥績)
(17)年 度

(二酸化炭素換算 (1))

日僚 年 度 く計 回 ,

(/夕)年度
(二酸化炭素操算 (1))

情」顔羊

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 9,909 t 9,71l          t -2 0 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排 出区分 t t %

排出合計 Ⅲ1                9,909 t 2             9,71l t -2 0 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

H畳 | (二酸化炭素協雰 (1

森林の保全及び整備 (整備面積) (吸収産) t

府 内産 の本材 の利用 〈利用畳) 温ユ
〕 (削減暑) t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

(発電室) よwh (削減逮) t

(熱供給置) GJ (削滋重) t

グ リー ン電力の購入 (購入二) X7h (削減工) t

削減量等合計 t

差 引排 出量

〈排出合Fl一削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
Ⅲl            ク ア,7 t て,2)‐い)      夕 7// t す2∂  %

特 記 事 項 1 当 事業所に於いては平成6年 度を100としてC02,F出肖U滅についてデータを取り込んでいる。
2 主 要製品の造船によるC02排出は主は電力であり、操業度により使用電力も大きく変動するため、ISO-14001での

取り組み目標も従来より原単位ベースでの目標とじているため、今回の目標も原単位 目標 とする。
3 そ の他、IS0 14001での目標として製品に対する材料の削減、廃棄物の削減等について従業員 (含む事業所で働く
全ての従業員)に 対し、地球環境保全の認識と環境負荷低減に対する行動について日々の教育 ・指導を合わせて実践
中である。

連 絡 先 担 当 部 暑

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

注 1該 当する口には、レ印を配入してください。特定書業者以外で自主虜加される事業者の方は レ 印の観八は不要です。

2 f基 準年度」とは計画期Ftの前年度を、 「目標年度」とは計画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所草〕1日区分」とlt 京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に中い発生する混宮列泉ノスを、 f輸 送車両排出区分J
とは、白助草運送事業者については使用の本拠の位置を京報府内とする車両の排出する温電効果ガスを、生道享実そについて1ま保有する貨物車
両又1ま旅客車両の排出する温掌功県ガスを、 「その他排出区分Jと は、上記以外の京都府内における車業所等の革差活動に伴い発生する温三功
環ガスをいいます.

4 1特 記事項」に1, 平成 2年度 (1990年 度)を 基準とした排出まの対比やエネルギー源単/‐CO″ 1出ま、省エネ製品開発など他者の濫豊

効果メス針Ll''法への貢は、グツーン翻達の採用、与定フコンなどの条例指定外の温畳効果メスの削減などを配入 してく■きい。


